
主要施策名：（６）情報・通信基盤の整備

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

④便利で快適な
都市づくり

（６）情報・通信基
盤の整備

460-1 電子自治体推進事業 情報管理課

事務事業本数：1

1



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 2 項 1 目 14 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ □ □ ■ 】

□ □ □ □ ■ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

％

％

296 593 593

合　　　　　計 773 774 1,837 2,032

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.05 0.05 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,871 5,925 5,925 5,925

小　　　　計 294

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0 0 0

0

小　　　　計 479 478 1,244 1,439 0

一般財源 479 478 1,244 1,439

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 H30年度予算

事務事業の具体的内容

熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会負担金
　熊本県1/2、市町村1/2（国勢調査人口割、職員数割等で負担）
玉名市が参加する共同運営のシステム
　・電子申請のシステム『よろず申請本舗』
　・行政情報インターネット地図公開システム
　・県内地図情報閲覧編集ソフト『くまもとGPMap』の提供
　・熊本県自治体情報セキュリティクラウドの運用
　・行政業務支援システム（玉名市：ファイル送受信機能のみ）
運営に係る取組み等
　・専門部会等の会議への出席　　・研修等実施の周知

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会業務

②

③

その他【 県・市町村電運協

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【 負担金

事業主体 国 県 市 民間

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

事務事業の実施背景（ど
のような問題又はニーズが
あるのか）

情報通信技術の進展を背景に、電子自治体推進による行政サービスの向上、行政の効率化、情報セキュリティの確保が求められ
ている。
熊本県及び県内市町村では、電子自治体構築の円滑な推進のため「熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会」が設立され、電
子申請システム、強固なセキュリティシステム等を共同運営している。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民及び利用可能者

意図
（どのような状態にしたいか）

行政手続きのオンライン化する電子申請のシステム及び地図システムを共同運用することで、安価かつ効率的に情報化を推進
し、行政手続の効率化及び市民等の利便性の向上を図る。
また、高度なセキュリティシステムを共同運用することで、業務で取り扱う個人番号（マイナンバー）や個人情報などの情報を、イン
ターネットを通じた脅威から未然に防ぐ。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定事務

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市情報化推進計画

総合計画での位置付け

基本目標（章） ④便利で快適な都市づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （６）情報・通信基盤の整備
□ 該当施策区分

事務事業の名称 電子自治体推進事業
所管課 情報管理課

評価者（担当者） 土村正成

事務事業コード 460-1 実施 平成30年度(平成29年度実績)

事務ふりかえりシート
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □

■評価責任者記入欄■

評価責任者（課長）の所見
電子申請メニューや利用者の増加のため、関係部局と協議しながら利用件数の増加を図る。また、イ
ンターネット環境におけるセキュリティ強化を推進する。

評価責任者

西村　光太郎

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

・電子申請できる手続き項目を増やすために「よろず申請本舗」について庁内周知を図る。
・「セキュリティクラウド」「行政業務支援システム」等のセキュリティ対策を職員が正しく理解し、適切に運用されるよう研修等を
通じて周知する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

公
平
性

・負担率【 0.00

事業の性質上

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

「よろず申請本舗」は平成３０年１月に新システムに変わったため、ホームページにおける周知、操作研修への参加等を行って
継続利用できる状況にした。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

＊成果未達成時の理由 目標値を設定していなかったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令で義務づけられている 妥当性評価

・法令で義務づけられてないが、実施しなければ大半の市民の日常生活に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

*** ― 2000

*** *** 2339
2 「行政業務支援システム」利用件数

「行政業務支援システム」を利用した
ファイルの送受信件数

件
***

― ― 100

245 582 275
1 「よろず申請本舗」利用件数 「よろず申請本舗」を利用した申請件数 件

―

72.63% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標

H27実績 H28実績 H29実績

2,032

対象１単位あたりのコスト（千円） 3 1 1 1

H30年度予算

対象（ システム利用件数 245 582 2614 2100
コ
ス
ト
評
価

H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算

投入コスト合計（千円） 773 774 1,837

コスト評価（対前年比） *** 237.24% （↑） 189.24% （↑）

H28実績 H29実績 H30計画

熊本県・市町村電子自治体共
同運営協議会業務

熊本県・市町村電子自治体共
同運営協議会への出席

参加回数 回 6 9 5 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H27実績
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